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貴党の考える中小企業に対する重点政策（金融政策含
む）についてお聞かせ下さい。

私ども中小企業家同友会では、2003年より中小企業憲章制定に向けた運動を全国
的に展開しております。その成果として当会では同封させて頂きました「中小企
業憲章草案（第二次案）」をこのたび取りまとめました。ご高覧頂き、貴党の政
策と照らし合わせたご意見をお聞かせ下さい。

私ども中小企業家同友会では、中小企業憲章制定とともに、次の３
点を求めております。これについて、貴党のご意見をお聞かせ下さ
い。
1）「中小企業憲章」を閣議決定で留めず、国民の総　　意として
国会決議すること。
2）「中小企業支援会議」を設置し、省庁横断的な機能を発揮する
ことで中小企業を軸とした総合的な経済政策の戦略立案等を促進す
ること。
3）「中小企業担当大臣」を設置し、中小企業憲章を具体化した政
策・施策の実行体制を担保すること。
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　日本経済の「根幹」にふさわしく中小企業を本格的に支
援する政治をすすめます。
　第１に、大企業と中小企業の公正な取引を保障するルー
ルをつくります。下請取引を適正化して「単価たたき」な
どをやめさせ、独占禁止法を強化して大企業による「優越
的地位の濫用」をなくします。大型店の身勝手をゆるさな
いルールをつくり、「地域金融活性化法」を制定し、資金
繰りを円滑化します。
　第２は、中小企業予算を１兆円に増額し、生活密着型公
共事業への転換をすすめるなど本格的な中小企業振興策を
すすめます。
　第３は、大企業優先の税制から中小企業・自営業者を支
援する税制に転換させます。消費税の延納措置を認め、免
税点を引き上げます。所得税法５６条を廃止し、自家労賃
を経費と認めます。法人税に累進制を導入し、中小企業の
一定範囲内の所得については現行より税率を引き下げま
す。
　第４は、町工場を守るため、固定費補助などの緊急・直
接支援をおこないます。

　貴会の中小企業憲章案にある「中小企業は日本経済の根幹である」との規定に
は、全面的に賛同します。雇用の７０％を支える中小企業が元気に活動すること
は、国民のくらしを支えるものとなり、日本経済全体を豊かに発展させる保証でも
あります。
　ＥＵが２０００年６月に制定した『ヨーロッパ小企業憲章』に学び、産業政策の
みならず、福祉や教育など全分野で中小企業を政策の基本とする憲章の制定をめざ
します。
　中小企業憲章の内容としては、大企業に偏重した政策から中小企業を本格的に支
援する政策に転換すること、政府が公正な競争環境を確保すること、大企業が雇
用、地域経済、環境等にたいする社会的責任を果たすこと、中小企業が地域経済と
農林水産業の振興に役割を果たすことなどを明記したいと考えます。

１）「憲章の制定を国会決議で」という提案には道理があります。
憲章を実践しようとすれば、中小企業基本法にとどまらず、広い範
囲での法改正等が必要となります。どんな法律を作る場合でも憲章
の精神を生かす必要があり、国会決議で国民の総意として確認して
おくことは重要です。
２）「中小企業政策会議」を設置することは必要です。会議は総理
大臣のもとに中小企業・自営業者などの代表が参加するようにし、
「縦割り」ではない横断的な中小企業政策をすすめます。中小企業
庁の職員も増やし、規制緩和などの政策が中小企業に与えた影響を
調査し、施策に反映させます。
３）「中小企業担当大臣」の設置については、専門性、所管事務の
広さなどを考慮し、前向きに検討されるべきだと考えます。
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　中小企業への貸し渋りの監視など民間金融機関による資
金供給の円滑化、経営計画や経営者、企業の組織などを総
合的に検討して融資する「リレーションシップバンキン
グ」の一層の充実、新会計基準対応（資産除去債務）にお
ける中小企業への負担軽減、緊急保証制度の審査要件の緩
和、個人保証を求めない融資の拡大など、金融面での中小
企業支援を強化に取り組みます。また、税法人税の税率を
引き下げ、我が国企業の投資余力を増やし、競争力を強化
するとともに、内外の企業の投資を促進します。

「中小企業憲章」の制定の趣旨は大変に重要であると考えており、中小企業基本法
の改正等も視野に入れて検討してまいります。

中小企業担当大臣の設置等については、中小企業施策全般のコー
ディーネートや省庁間の連携強化等の観点から検討してまいりま
す。

民
主
党

　わが国経済の基盤である中小企業の活性化を図るため、
政府とともに中小企業対策を全力で行う。すでに実施した
主な政策として「景気対応緊急保証制度」を創設し飛躍的
に融資を受けやすくした。「中小企業者等に対する金融の
円滑化を図るための臨時措置に関する法律」を制定し繰延
べ返済をやりやすくした。いわゆる「一人オーナー会社
（特殊同族会社）」の役員給与に対する損金不参入措置を
廃止し経営者の負担を軽減した。また今後実施したい政策
として、中小企業法人税率を18％から11％に引き下げ会社
負担を軽減する。「中小企業いじめ防止法」を制定し、大
企業による不当な値引きや押し付け販売、サービスの強要
など不公平な取引を禁止する。金融機関から融資を受ける
際に大きな負担となっている連帯保証人制度を廃止も含め
再検討するとともに個人保証を見直す。中小企業の技術開
発を促進する制度の導入など総合的な起業支援策を講ずる
ことによって「100万社」起業を目指す。

　「2009民主党マニフェスト」において、「中小企業憲章」を制定することを公約
した。それを踏まえ、経済産業省及び民主党で、平成22年2月から5月の間、「中小
企業憲章に関する研究会」を開催し検討を重ねた。
　その結果、方向性として、
①経済活力の源泉である中小企業がその力を思う存分発揮できるよう支援する。資
金、人材、海外展開力などの経営資源の確保を支援し、中小企業の持てる力の発揮
を促す。その際、経営資源の確保が特に困難であることの多い小規模企業に配慮す
る。中小企業組合、業種間連携などの取組を支援し、力の発揮を増幅する。
②起業を増やす。起業は、人々が潜在力と意欲を組織の枠にとらわれず発揮するこ
とを可能にする。起業促進策を抜本的に充実し、日本経済を一段と活性化する。
③創意工夫で、新しい市場を切り開く中小企業の挑戦を促す。中小企業の持つ多様
な力を発揮し、創意工夫で経営革新を行うなど多くの分野で自由に挑戦できるよ
う、制約の少ない市場を整える。また、中小企業の海外への事業展開を促し、支え
る政策を充実する。
④公正な市場環境を整える。力の大きき企業との間で実質的に対等な取引や競争が
できず、中小企業の自立性が損なわれることのないよう、市場を公正に保つ努力を
不断に払う。
⑤セーフティネットを整備し、中小企業の安心を確保する。中小企業は、経済や社
会の変化の影響を受け易いので、金融や共済制度などの面で、セーフティネットを
整える。また、再生の途を整備し、たとえ失敗した経営者であっても、再挑戦を容
易にする。
等を基本原則とした憲章を制定することとした。

（１）国会決議は、「慣例的に全会一致を原則としている」「衆議
院・参議院がそれぞれ独自に行う」「法律に明記されたもの以外は
法的拘束力がない」というものである。よって「中小企業憲章」が
国会決議になじむ性格のものであるか否かを今後検討し結論を出
す。
（２）現在の中小企業関連予算・政策や中小企業が行う各種手続き
は、主として経済産業省、財務省、厚生労働省に分かれており、こ
うした縦割り行政が、わが国における中小企業施策の遅れの原因の
一つと考えられる。よって、中小企業施策を一元的に実施するシス
テムを構築する。
（３）まず、中小企業施策を一元的に実施するシステムを構築した
上で、検討する。
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○中小企業対策予算を当初予算で４０００億円以上に増や
し、法人税率は１１％に引下げ、適用所得も引き上げま
す。
○中小企業金融円滑化法に基づき、金融機関による条件変
更の取組みを進展させるとともに、新規融資が滞らないよ
う監督・指導を強化します。
○「中小企業憲章」を制定、国会で決議し、中小企業政策
の基本方針とします。
○中小企業担当大臣、中小企業省を設置します。
○担保や個人保証に依存しない多様な融資制度を構築。信
用補完制度やセーフティネット貸付の充実。信用金庫・組
合の健全な育成・発展を図ります。
○「地域再投資法」（金融アセスメント法）を創設、公正
な融資を義務づけます。
○産官学連携や大学を拠点とした知的クラスター形成の推
進、地場・伝統産業の振興を強め、若者や女性の起業を高
めます。公的な職業訓練施設を充実します。
○下請法の運用や監視機能を強化。官公需法に基づく中小
向け発注枠を維持・増大し、目標額は６兆円に増額。

　中小企業憲章は、「小企業を第一に考えること」を明確にし、中小企業が発展す
る環境をつくる重要な一歩であり、新しい地域経済・社会発展のモデルとなるもの
です。
　貴組織が、示された草案につきましては、中小企業を産業政策の柱に転換しよう
というものであり、１０の指針についても先進的であり、賛同いたします。
　社民党が求める指針は、社会的な起業家精神の創出、小企業および地域を第一に
考えること、中小企業のニーズに合致した公共政策の推進、金融環境や税制の改
善、温暖化・環境政策を担う中小企業の技術・人材育成、中小企業の利益増大、女
性や若者・マイノリティへの支援、伝統文化の尊重と国際交流の促進、技術やイノ
ベーションの高度化などです。これらにより中小企業、環境・福祉、地域が一体化
した経済社会の実現をめざします。

１）中小企業憲章の国会決議
　憲章は、内閣の意思決定となる閣議決定だけでなく、中小企業の
役割を高く評価し、豊かな国づくりの柱にすえることを国民の総意
とし、国内または海外にむけて発信するメッセージとなるよう、国
権の最高機関である国会での決議を求めます。そして、中小企業基
本法をはじめ、関連法令を整備・充実するための指針とします。
２）中小企業支援会議の設置について
　中小企業憲章の実現の進捗状況を検証し、中小企業や国民の声を
反映させ、省庁横断的に総合的な政策を推進するため、中小企業支
援会議の設置を求めます。
３）中小企業担当大臣の設置について
　中小企業庁は、経済産業省の外局として置かれています。しか
し、経産省による大企業中心の政策や少なすぎる予算、金融不安に
よる景気悪化、仕事の減少や廃業・倒産、人材難、原油・原材料高
騰による経営圧迫など脆弱な経営基盤を見れば、中小企業政策を強
力に推進する行政が必要です。中小企業の地位を高め、多岐にわた
る中小政策の統合・強化、景気回復・内需拡大、地球温暖化防止と
自然エネルギーの普及、社会福祉や農業等との政策的連携を促進さ
せるためにも担当大臣を設置し、中小企業の立場から横断的な政策
を進めます。
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　わが国経済の状況は未だ予断を許す状況にはなく、中小
企業の経営状況も、ＤＩ（景況感）から見ても、決して好
転しているとは言えません。そこで、まずは、短期的な施
策としては、当面の資金需要に対応するため、一昨年の経
済対策から始まった資金繰りに関する信用保証制度の確立
について、引き続き、中小企業のニーズに応えられるよう
充実・強化を行います。
　一方、中小企業が持続可能な発展を遂げるため、「売れ
る商品」と「売る販路」を一体とした経営環境の向上につ
なげるため、従来の農商工連携の強化に留まらず、海外に
まで販路を広げる支援を行います。さらに、地域経済の発
展につながるよう、「地域の商品を地域で積極的に消費す
る」ための法整備を含めた体制整備を積極的に行います。
　また、新製品・新商品の誕生には技術開発が必要であ
り、それには「人材」が不可欠で、中小企業における技
術・研究開発支援とともに、人材の育成にも取り組んでま
いります。

　わが国産業の９５％を占める中小企業はまさに、日本経済の屋台骨であります。
わが国経済が元気で活力ある状態にするには、中小企業が元気にならなくてはなり
ません。特に、地域においては、「雇用創出」「地域ブランドの発掘」など、重要
なプレイヤーであると認識しております。また、大企業にはない、中小企業ならで
はのきめの細かい技術、研究開発も進んでおり、大阪の下町で生まれたロケット技
術や微小な金型など、「一芸に秀でた」技術、製品を世に送り出すことも珍しくな
く、潜在力には目を見張るものがあります。中小企業は「地域を守る」だけでな
く、わが国の「イノベーション」を進める強力な推進力であると感じております。
　我々のこうした中小企業に対する考え方は貴団体が提唱している中小企業憲章の
内容と大きな相違は無いと感じており、皆様方とともに、中小企業の発展に向けて
全力で取り組んでいく覚悟であります。

　中小企業の役割の重要性は当然、痛感しております。現在、中小
企業の位置付けについては中小企業基本法において定義づけられて
おりますが、多様化する中小企業の経営環境と必ずしも合致してお
りません。そこで、我々は木目の細かい政策を行うため、法律上の
中小企業の定義を見直す観点から、中小企業基本法の改正を行いま
す。
　憲章の国会決議については、与野党とも様々な考え方があり、委
員会等における議論を活発に行い、何が中小企業にとって良いのか
の結論を出していくべきだと考えます。
　一方、「中小企業支援会議」「担当大臣」の設置については、昨
今の行政改革に関する国民の関心の高さから、安易な設置等は行わ
ず、慎重な議論を行うべきであり、まずは、現存する中小企業庁の
問題点や課題について精査を行い、中小企業にとって頼もしい行政
が行える体制を整備していくべきであると考えます。

〔質問にあたって〕
　１昨年のリーマンショック以降の経済危機は日本経済にも大きな影響を与え、大不況の様相を呈しています。各方面では底打ちとの見方がされていますが、中小企業は依然として深刻な状況にあります。この
ようななか、地域の雇用を守り、衰退した地域経済を再生させるためには、事業所数の99％、雇用の70％を占める中小企業の活性化による経済の抜本的転換以外に打つ手はないと考えます。
 私たち同友会では、産業・経済政策の柱に、中小企業政策を明確に位置付けることが重要と考え「中小企業憲章」の制定運動を全国的に行っています。同友会の考える「中小企業憲章」では、日本の経済・社
会・文化及び国民生活における中小企業・自営業の役割を正当に評価し、豊かな国づくりの柱に据えること、憲章の精神を実現するために、現行の中小企業基本法をはじめ、諸法令を整備・充実させる道筋を指
し示すこと、という２点に重きを置いた、いわば「理念法」が内容となります。さらに国会決議を通じて「中小企業憲章」が日本国民全体の宣言と位置付けられ、真に日本の産業・経済政策の拠って立つ理念と
されることを強く求めています。
 ＥＵでは「Think small first」（小企業を第一に考えよ）という理念を基軸に、2000年「欧州小企業憲章」（リスボン憲章）を採択し「小企業はヨーロッパ経済の背骨である。小企業は雇用の主要な源泉であ
り、ビジネス・アイデアを産み育てる大地である。小企業が最優先の政策課題に据えられてはじめて、新しい経済の到来を告げようとするヨーロッパの努力は実を結ぶだろう」と宣言、同年ＯＥＣＤボローニャ
会議では日本政府を含め48カ国の参加で「中小企業政策に関するボローニャ憲章」を採択し、中小企業に対する各国の政策実効を強調するなどヨーロッパの経済戦略の中核に中小企業を位置付けています。
 また、アメリカでも連邦省庁の政策や法律・規制が中小企業への影響を事前に考慮して立案される根拠となっていた「規制柔軟法（RFA）」を2002年に見直し、州ごとに実効性ある仕組みへの強化が行われてい
ます。
 このような中、中小企業庁は本年2月3日より「中小企業憲章に関する研究会」を発足させ、今年5月11日には「『中小企業憲章（案）』を発表したように、憲章制定に向けた動きが活発化しています。以上の趣
旨を踏まえ、貴党に対しまして以下のご質問をさせて頂きます。

愛知中小企業家同友会　　　7/11参議院選挙にあたって「各党の中小企業政策に関する質問への回答」

●質問については各400字以内でお願いしました。（期間5月24日～6月18日）　　－到着順に上段より掲載－
※回答をお願いしたのは、国会で５議席以上を持ち、愛知県内に事務所（選挙事務所含む）を持つ政党です。

「みんなの党」については、今回、残念ながら回答を頂けませんでした。


